
 

 

 

 

福山市は、産業競争力強化法に基づく「創業支援等事業計画」を実施しています。 

 

 

１ 特定創業支援事業について 

特定創業支援事業とは、創業支援事業のうち、創業を希望する方に対する継続的な支援で、

経営、財務、人材育成、販路開拓など、創業に必要な知識をすべて身につけることができる

事業をいいます。（上の図の下線部分です。） 

合計４回以上、かつ、１か月以上１年以内の期間、継続的に特定創業支援事業を受けた創

業者には、様々な優遇措置が適用されます。 

⚫ 経営：経営全般、経営理念、経営戦略、事業計画策定等に関すること 

⚫ 財務：財務、会計、経理、税務、資金繰り・資金調達等に関すること 

⚫ 人材育成：従業員の雇用、人材確保、人事・労務管理、人材育成等に関すること 

⚫ 販路開拓：商品開発、マーケティング、店舗演出、販売促進、販路開拓等に関すること 

 



２ 特定創業支援事業を受けた方への優遇措置 

優 遇 措 置 

（書類の提出先） 
内 容 対 象 者 

①会社設立時の登録免許税

の減免 

（法務局） 

・登記にかかる登録免許税 

 株式会社・合同会社 

資本金の 0.7%→0.35% 

（株式会社の最低税額 15 万円

→7.5万円、合同会社の最低

税額 6 万円→3万円）  

・事業を営んでいない個人 

または事業開始後 5 年未満

の個人で、市内で会社を設立

予定の方 

（既に会社を設立した方が組

織変更を行う場合は対象外

です。） 

②無担保、第三者保証人 

なしの「創業関連保証」の

特例適用  

（広島県信用保証協会） 

・事業開始の 2か月前から 

  → 6 か月前から利用可能 

・事業を営んでいない個人 

・事業開始後 5年未満の個人 

 または法人 

 

③「新規開業支援資金」の 

貸付利率引下げ 

（日本政策金融公庫） 

・新規開業支援資金の貸付利

率引下げの対象となる 

・市内で事業開始予定の個人 

④本市及び広島県の「創業

支援資金」の特例適用 

（取扱金融機関） 

・事業開始の 1か月前または 

2 か月前から利用可能 

→ 6か月前から利用可能 

・事業を営んでいない個人 

 

  



３  優遇措置を受けたい方へ 

上記①～⑤の申請に際しては、特定創業支援事業を受けたうえで、次のとおり福山市長が

発行する証明書を添付することが必要です。 

 

証明書の交付申請ができる方 （申請時に次のすべての要件を満たしていること。）  

（1）事業を営んでいない個人、または事業開始後５年未満の個人または法人 

（2）特定創業支援事業による支援を４回以上かつ原則１か月以上継続的に受けていること  

（3）特定創業支援事業による支援によって、経営、財務、人材育成、販路開拓に係る知識

をすべて得ていること  

（4）創業予定の事業が公の秩序または風俗を害するおそれがないものであること 

 

証明書の交付申請に必要な書類 

（1）「申請書」：用途に応じて必要な証明書の枚数 ＋
．
 福山市保管用の

．．．．．．．
1
．
枚
．
 

（2枚目以降はコピーで結構です。） 

（2）「個人情報の提供等に関する同意書」：１枚 

（3）「委任状」：１枚（商工会議所・商工会等が代行する場合） 

（4）主催者が発行する「特定創業支援事業の修了証」があれば、その写しを１枚 

・ 福山市役所Ｗｅｂサイト産業振興課のページで必要書類をダウンロードできます。 

・ 原則として証明書の再交付は行いません。複数個所に提出予定の方は、必要な枚数の

申請をしてください（提出先により写し可の場合があります）。 

・ 費用は無料ですが、申請内容の審査のため、申請から交付まで２週間程度要します。 

・ 受付窓口：福山市役所 産業振興課 （福山市東桜町３番５号 ９階） 

 

４ お問い合せ先 

福山市産業振興課   ０８４－９２８－１０３９  福山商工会議所 ０８４－９７３－６３５５   

福山あしな商工会  ０８４－７５２－４８８２  福山北商工会  ０８４－９７６－３１１１ 

神辺町商工会    ０８４－９６３－２００１  沼隈内海商工会 ０８４－９８７－０３２８ 

広島県商工会連合会 東部支所  ０８４－９６０－３１０７ 

（公財）ひろしま産業振興機構(ひろしま創業サポートセンター) ０８２－２４０－７７０２ 

（公財）ひろしま産業振興機構 福山支所(ひろしま創業サポートセンター) ０８４－９２６－２６７０ 

株式会社日本政策金融公庫 福山支店 国民生活事業 融資第二課 ０８４－９２２－６５５０ 

 

 



福山市の創業支援施策のご案内 

 

 

１ 専門家による支援  

 

 （１）福山ビジネスサポートセンターＦｕｋｕ-Ｂｉｚ（何度でも無料） 

    強みやセールスポイントを見つけ、お金をかけずに事業を上向きに 

    する方法を一緒に考えます。結果が出るまで全力でサポートします。 

＜お問い合わせ先＞ Ｆｕｋｕ-Ｂｉｚ 電話：０８４-９５９-５２１０ 

 

 

（２）産業支援コーディネーター派遣事業（２５時間/年度まで無料） 

    備後地域の企業ＯＢを中心とした各分野の専門家がサポートします。 

＜お問い合わせ先＞ 産業振興課 電話：０８４-９２８－１０３９ 

 

 

 （３）中小企業診断士によるビジネス相談会 

中央図書館にて、毎月第４土曜日１３時～１８時に予約制で開催します。 

＜お問い合わせ先＞ 中央図書館 電話：０８４-９３２－７２２２ 

 

 

２ 融資制度  

 

創業希望者または創業後５年未満の事業者に対し、取扱金融機関が低利融資します。 

・融資限度額 ２，０００万円  融資期間 １０年 

＜お問い合わせ先＞ 産業振興課 電話：０８４-９２８－１０４１ 

 

 

３ 創業関連セミナーの開催  

 

セミナー情報については，産業振興課ホームページをご覧ください。 

＜お問い合わせ先＞ 産業振興課 電話：０８４-９２８－１０３９ 

 

 

 

 

※ 補助金・融資制度の申込みには、各制度の利用要件を満たす必要があります。詳しくは、福山市ホームページをご覧ください。 



経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業省令第１号） 

第７条第１項の規定による証明に関する申請書   

年  月  日  

福山市長 枝広 直幹 殿 

                       住 所 

                       電話番号 

名 前 

（※法人の場合は代表者名） 

                   

 産業競争力強化法第１２８条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第２条第３１項に

規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの証明を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

１ 支援を受けた認定特定創業支援事業の内容及び期間  

区分 創業支援事業者 内 容 期 間 

経営  
□集合研修 

□個別支援 

  年  月  日 
～ 

  年  月  日 

 
 

(  日間) 

財務  
□集合研修 

□個別支援 

  年  月  日 
～ 

  年  月  日 

 
 

(  日間) 

人材 

育成 
 

□集合研修 

□個別支援 

  年  月  日 
～ 

  年  月  日 

 
 

(  日間) 

販路 

開拓 
 

□集合研修 

□個別支援 

  年  月  日 
～ 

  年  月  日 

 
 

(  日間) 

２ 会社の商号(屋号）及び本店所在地  

（１）商号(屋号)                                 

（２）本店所在地                              

３ 会社の資本額           万円（会社の場合） 

４ 事業の業種及び内容  業種                              

内容                              

５ 事業の開始時期         年   月   日 

証明日      年  月  日                 福産振 第   号 

申請者が、上記の認定特定創業支援事業による支援を受けたことを証明する。 

福山市長  枝 広 直 幹   ㊞ 

 

本証明書の有効期限：    年  月  日 

※証明日から起算して 1年以内かつ租税特別措置法に基づく有効期限 令和９年３月３１日以内 
※法改正等により優遇措置が廃止された場合や、申請者が産業競争力強化法で定める創業者に該当しなく
なった場合、優遇措置は適用されません。 

※会社の設立登記に係る登録免許税の軽減措置の適用を受けるためには、会社法上の発起人かつ会社の代
表者となり会社を設立しようとする個人が証明を受ける必要があります。 



特定創業支援事業に係る個人情報の提供等に関する同意書 

 

  年  月  日 

 

福   山   市   長  様 

認定連携創業支援事業者代表者 様 

 

 

住  所                 

 

名  称                 

 

名  前                

  

 

 私は、福山市から経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第７条第１項の規定に基づく

証明を受けるにあたり、次の事項（１～３）について同意します。  

 

 

１ 私が受けた特定創業支援事業に係る内容を照会するため、福山市が認定連携創業支援

事業者に、私の住所、名前等の個人情報を提供すること、及び支援を受けた事業名と内

容、その期間についての情報を徴取すること。 

２ 当該創業支援事業者が、私の上記情報について福山市に報告すること。 

３ 福山市及び認定連携創業支援事業者が、特定創業支援事業に付随する業務の遂行のた

めに必要な範囲で個人情報を共有すること。 

 

 

 

  



 

委 任 状 
 

 

【代 理 人】 

住 所                      

名 前                      

（担当者）                      

 

 

【委任内容】 

上記の者を代理人と定め、経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第７条第１項の規

定に基づく証明申請及び当該証明書の受領を委任します。 

 

 

【申 請 先】 

福山市 経済環境局 経済部 産業振興課 

 

年  月  日 

 

 

【本 人（創業者）】 

住 所 

名 称 

名 前                  



 

 

特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明に関する注意事項 

 

令和６年４月１日 

福山市産業振興課 

 

 特定創業支援等事業による支援を受けたことの証明により、各種支援制度を活用される場合の注意事

項について、次のとおりご案内します。 

 

１．会社※１設立時の登録免許税の減免について 

（１）創業を行おうとする者又は創業後５年未満の個人が会社を設立する場合には、登録免許税の軽減

※２を受けることが可能です。登録免許税の軽減を受けるためには、会社法上の発起人かつ会社の代

表者となり会社を設立しようとする個人が証明を受ける必要があります。設立登記を行う際には、

証明書の原本を法務局に提出する必要があります。 

   ※１ 株式会社又は合同会社を指します。 

※２ 株式会社又は合同会社は、資本金の０．７％の登録免許税が０．３５％に軽減（株式会社

の最低税額１５万円の場合は７．５万円、合同会社の最低税額６万円の場合は３万円の軽

減）されます。 

（２）特定創業支援等事業により支援を受けた者のうち、会社設立後の者が組織変更を行う場合は登録

免許税の軽減を受けることができません。 

（３）本市（町村）が交付する証明書をもって、他の市町村で創業する場合又は会社を設立する場合に

は、登録免許税の軽減措置を受けることができません。 

 

 

２．創業関連保証の特例について 

（１）無担保、第三者保証人なしの創業関連保証が、事業開始の６か月前から利用することが可能で

す。保証の特例を受けるためには、手続を行う際に、信用保証協会又は金融機関に証明書（写し

可）を提出し、別途、審査を受ける必要があります。 

（２）本市（町村）が交付する証明書をもって、他の市町村で創業する場合であっても、創業関連保証

の特例を活用することができます。 

 

 

３．日本政策金融公庫新規開業支援資金の貸付利率の引き下げについて 

（１）特定創業支援等事業により支援を受けた者は、新規開業支援資金の貸付利率の引き下げの対象と

して、同資金を利用することが可能です（別途、審査を受ける必要があります）。 

 

 


